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金融商品取引業者 関東財務局長（金商） 第379号／加入協会 一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッキン投信情報で『黄金時代到来！？なるほどインド講座』
の連載がスタートしました！

英国プルーデンシャル社は、イーストスプリング・インベストメンツ株式会社の最終親会社です。最終親会社およびそのグループ会社は主に米国で事業を展開しているプルデンシャル・ファイ
ナンシャル社、および英国のM&G社の子会社であるプルーデンシャル・アシュアランス社とは関係がありません。

ニッキン投信情報（6月10日号）にて、弊社取締役 営業マーケティング本部長の面谷 祥友による『黄金時代到来！？
なるほどインド講座』の連載がスタートしました。
本連載は計12回（毎月1回）を予定しており第1回目となる本紙では“今インドが注目される理由”について寄稿させて
頂きました。
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＜当資料に関してご留意いただきたい事項＞
○当資料は、イーストスプリング・インベストメンツ株式会社が、情報提供を目的として作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。ま
た、特定の金融商品の勧誘・販売等を目的とした販売⽤資料ではありません。○当資料は、信頼できると判断された情報等をもとに作成していますが、必ずしもそ
の正確性、完全性を保証するものではありません。○当資料の内容は作成日時点のものであり、当社の⾒解および予想に基づく将来の⾒通しが含まれることがあ
りますが、将来予告なく変更されることがあります。また、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。○当資料で使⽤しているグラフ、パフォーマンス
等は参考データをご提供する目的で作成したものです。数値等の内容は過去の実績や将来の予測を⽰したものであり、将来の運⽤成果を保証するものではあり
ません。○当資料では、個別企業に⾔及することがありますが、当該企業の株式について組入の保証や売買の推奨をするものではありません。○当社による事前
の書面による同意無く、本資料の全部またはその一部を複製・転⽤並びに配布することはご遠慮ください。

本連載記事については
2ページ目をご覧下さい。
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（コピー厳禁）    NIKKIN  INVESTMENT  TRUST  NEWS 2024. 6. 10 

新連載 

面谷祥友（めんたに・やすとも） 

イーストスプリング・インベストメンツ

取締役 営業マーケティング本部長

ゴールドマン・サックス・アセット・

マネジメント、三菱ＵＦＪ信託銀行

等、幅広い業界経験を有する。

2013年のイーストスプリング入社

以来、インドを中心とした投資情

報の発信を続け、メディアへの登

場も多数。同社YouTubeでは「インド投資マンスリー」

動画を毎月配信中。

 図表 日本・インドの人口ボーナス期における株価推移 
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出所:Bloomberg L.P.、国際連合「World Population Prospects 2022」のデータに基づきイーストスプリング・インベストメンツ作成。2022年以降の人口
ボーナスは予測値。株価指数は開始時点を100として指数化、すべて月次、プライス・リターン、現地通貨ベース。
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2.1倍
人口ボーナス期
継続中

28.9倍（ピーク時）

株価推移 TOPIX（東証株価指数）（1962年12月末～2002年12月末） SENSEX指数（2018年12月末～2024年4月末）

TOPIX（東証株価指数）の指数値及びTOPIX（東証株価指数）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総
研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。 
本稿は執筆時点での情報に基づく筆者の個人的な見解であり、イーストスプリング・インベストメンツ株
式会社の公式見解ではありません。 

インドは今、最も注目されている国の一つで

しょう。新ＮＩＳＡを追い風に、2024年初来で

の公募アクティブファンドで、最も資金流入し

ているカテゴリーです。注目の理由を見てみま

しょう。 

堅調な株式市場、世界上位の時価総額 

最大の理由は株式のパフォーマンスでしょう。

インド株式（ＳＥＮＳＥＸ指数）は2016年以来

８年連続で年間騰落率はプラス、2024年初来で

も最高値更新など、堅調に推移しています。一

方、日本株式（東証株価指数）や、米国株式（Ｓ

＆Ｐ500種指数）は、直近では2022年の年間騰落

率がマイナスでした。インド株式に注目が集ま

り始めたのも、ちょうど株式市場の明暗が分か

れた2022年後半でした。

また、株価上昇や、ＩＰＯ市場の活況などを

背景にインド株式市場の時価総額も拡大を続け

ており、2024年１月には一時、香港を上回り、

米国、中国本土、日本に次ぐ世界第４位に躍進

しました。 

「メイク・イン・インディア」政策と 

サプライチェーンのシフト

活況なのは株式市場だけではあり

ません。最近では、世界的なサプラ

イチェーンの見直しの流れを受け、

連日のように世界中の大手メーカー

がインドに製造拠点をシフトさせる

との報道を見かけます。現モディ政

権は、その政権スタート当初から「メ

イク・イン・インディア（インドで

ものづくりを）」のスローガンのもと、

製造業振興を重点分野に掲げてきま

した。その政策の一つとして、2019

年には法人税率引き下げを発表、

2020年にはＰＬＩ（生産連動型優遇

策）を導入しました。製造業に対す

る補助金政策であるＰＬＩでは、日

本のダイキンやパナソニック、ドイツのシーメ

ンス、台湾のフォックスコン、韓国のサムスン

電子やヒュンダイなど多くの外国企業が参加し

ました。

長期の成長ストーリー、 

人口ボーナス期は始まったばかり 

資産運用においては、長期投資の観点が最も

重要です。長期の経済成長予想には人口動態が

影響を与えます。世界一の人口大国インドは、

2019年に人口ボーナス期に入りました。人口ボ

ーナス期は総人口に占める生産年齢人口の割合

が高い時期で、経済活動が活発になり、経済成

長が加速しやすい時期です。日本は1963年に人

口ボーナス期に入り、翌1964年には東海道新幹

線開通や東京オリンピック開催といった高度経

済成長期の象徴ともいえるイベントがありまし

た。日本の株価は1989年末には約28.9倍（1962

年末比）まで大幅上昇しています。一方で、イ

ンドの人口ボーナス期は2051年まで続くと予想

されていますが、株価は約2.1倍の上昇（2018

年12月末～2024年４月末）にとどまっています。

インドの本格的な経済成長は、まだこれからか

もしれません。
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